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産業として

持続可能な農業

経営、ヒト、モノ、土地
は維持できるのか、その
ために必要な方策は何か

を追求する。

グリーン農政

環境と調和する農業の構築に向
け、農業における脱炭素、環境
負荷軽減をいかに図るか、そし
てそのために必要な方策は何か

を追求する。

食料安全保障の向上

食料自給力、自給率の維持・
向上は図れるのか、そのため
に必要な方策は何かを追求す

る。

農中総研として中長期的に研究・発信・提言を行うテーマ

中長期テーマ
持続可能な農業の構築と食料安全保障に向けて

～環境と調和し、産業として持続可能な農業を成立・発展させ、そして日本の食料安全保障を向上させるために～
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中長期テーマとして掲げる食料安全保障に関してはシリーズ化してフォーラムを開催

◼ 農中総研の中長期テーマとして掲げる食料安全保障に関するフォーラムを2022年度より複数開催

◼ ウクライナ危機の世界と日本への影響、対策のひとつとしての耕畜連携による地域資源循環強化等、テーマ
に沿った内容を段階的に発信・提言

2022年4月

2022年7月

2022年11月

2023年9月

世界と日本の食料安全保障
～ウクライナ情勢を受けて～

世界と日本の食料安全
保障を考える
～ウクライナ危機長期
化を受けて～

世界と日本の食料安全
保障を考える
～世界で進む食料需給
の構造変化と日本の食
料安全保障～

食料安全保障と地域資
源循環の強化に向けて
～現場の実践から考え
る次世代耕畜連携のあ
り方とは～

農中総研の中長期テーマ
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ウクライナ危機長期化を受けた食料安全保障への関心の高まり

(千円）

2019年 2020 2021f 2022f 2023f

122.0 126.0 ▲54 .8 ▲90 .7 ▲256 .1

0.5ha未満 ▲330 .0 ▲357 .0 ▲384 .6 ▲393 .0 ▲431 .6

0.5～1.0 ▲281 .0 ▲210 .0 ▲270 .1 ▲284 .0 ▲348 .0

1.0～3.0 32.0 ▲46 .0 ▲231 .7 ▲267 .7 ▲433 .7

3.0～5.0 560.0 537.0 148.0 80.3 ▲231 .0

5.0～10.0 1933.0 1597.0 863.5 733.4 134.7

10.0～15.0 4510.0 3857.0 2685.0 2460.2 1426.3

15.0～20.0 6375.0 6669.0 5090.0 4810.0 3522.1

20.0～30.0 8222.0 8768.0 6812.9 6411.7 4566.5

30.0～50.0 13309.0 12265.0 9705.6 9088.9 6251.7

50.0ha以上 20543.0 18811.0 14429.2 13474.1 9080.3

資料　農水省「営農類型別経営統計」「⽶穀の取引に関する報告」

水
田
作
付
面
積
別

平均

水田作経営（個人経営体）への肥料高騰等の影響試算
（規模別）

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9

2020 2021 2022

（20年平均＝

100）
コメ及び農業資材の価格指数（月次推移）

コメ
農業資材全体
化学肥料
なたね油かす
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◼ 国際的な商品価格の高騰が国内農業資材の価格に波及

◼ そのままの趨勢が続けば、離農の増加等、日本農業の存続が危ぶまれることも懸念される状況に

（2022年7月農中総研フォーラムより）

資料 農林水産省「農業物価統計」

資料 農林水産省「営農類型別経営統計」「米穀の取引に関する報告」

（注）2022年7月時点の情報にもとづく影響試算であり、実態とは異なる
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◼ 基本法検証部会では、今後20年を見据えた課題として、食料安全保障に関するリスクの拡大を指摘

➢ マクロ（国際情勢）・ミクロ（国内における経済的・物理的食品アクセス者の増加）両面でリスクの
高まりを懸念

基本法見直しの方向【今後20年を見据えた課題認識】

今後20年を見据えた課題

平時における食料安全保障

国内市場の一層の縮小
縮小する国内市場向け投資の減少

持続性に関する国内ルールの強化
環境・人権に配慮しない食品の市場からの排除

農村人口の減少・集落の縮小
自然減による農村人口の急減、集落の共同活動に

よる末端インフラ管理の困難化

食料安全保障に関するリスク

➢ 平時における食料安全保障リスク
➢ 平時において、食品アクセスに困難を抱える

国民が増加傾向

➢ 食料安定供給に係る輸入リスク
➢ 世界的な食料需要の高まり
➢ 異常気象等による世界的な生産の不安定化
➢ 輸入大国の出現・日本の購買力低下
➢ 地政学的リスク

➢ 適正な価格形成と需要に応じた生産
➢ 価格形成において生産コストが十分考慮され

ず、また、生産コストが上昇しても販売価格
に反映することが難しい状況

農業従事者の急速な減少
少数の経営体で食料生産を行う必要
雇用労働力は全産業で取り合い

資料 食料・農業・農村政策審議会「食料・農業・農村政策審議会 答申
（令和5年9月）」をもとに作成
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◼ 「食料安全保障の抜本的な強化」に向けて、改正基本法（案）において、「食料安全保障」を定義

◼ 食料安全保障の確保の方策に「輸出の促進」「合理的な費用を考慮した価格形成」を新たに位置づけ

基本法見直しの方向【基本理念の見直し：食料安全保障の確保】

基本理念

食料安全保障の確保【第２条】

環境と調和のとれた食料システムの確立
多面的機能の発揮【第３条・第４条】

食料システムについては、食料の供給の各段階に
おいて環境に負荷を与える側面があることに鑑
み、その負荷の低減が図られることにより、環境
との調和が図られなければならない

農業の持続的な発展【第６条】
生産性の向上・付加価値の向上により農業の持続
的な発展が図られなければならない

農村の振興【第７条】
地域社会が維持されるよう農村の振興が図られな
ければならない

食料安全保障（第2条）
【定義】良質な食料が合理的な価格で安定的
に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入
手できる状態

➢ 食料の安定的な供給：国内の農業生産の増
大を基本に、安定的な輸入・備蓄の確保を
図る（第2項）

➢ 食料の供給能力の確保のための輸出の促進
（第3項）

➢ 農業と食品産業の健全な発展（第4項）

➢ 食料システムの関係者による、持続的な食
料供給に要する合理的な費用を考慮した価
格形成（第5項）

資料 農林水産省「第18回基本法検証部会配布資料」をもとに作成
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◼ 世界的な食料供給の不安定化の懸念や、地政学リスクの高まり⇒「いざという時」に備えた体制の強化
が必要⇒不測時対応の法制化へ

不測時対応の強化【法制化】

緊急事態食料安全保障指針

➢ 農林水産省が作成：法令上の根拠となるものではない

政府の体制

➢ 政府の意思決定や指揮命令を行う体制やその
整備に関する仕組みは存在しない

食料供給困難事態に必要な対策（例）

消費者対策

消費者の不安
解消に向けた
情報提供等

【消費者庁】

輸入の確保

外交対応、通
関手続きの迅
速化と安全性
確保の両立、
関税の軽減・

減免等

【外務省・財務
省・厚労省】

物流の確保

食料や生産資
材の運送円滑
化、保管施設
の確保等

【国土交通省】

現行制度の課題

 対象物品や対象場面が限定的

【国民生活安定緊急措置法】
➢ 一般物価が高騰する場合のみ対応可

【買占め等防止法】
➢ 買占めや売惜しみが実際に行われるなどの問題が

明らかになった場合にしか対応できない

【食糧法】
➢ 対象が米のみ

 措置の内容が十分でない

【国民生活安定緊急措置法】
➢ 出荷に関して業種間の配分調整などを行うことが

できない
➢ 対象品目を生産しない事業者への指示ができない政府全体で取り組む体制整備が必要

【現行の不測時対応の課題】

資料 農林水産省「第18回基本法検証部会配布資料」をもとに作成
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